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第 1 章 概要 

1.1 実施目的 

本実施要領は、市立豊中病院原価計算システム導入業務を委託する事業者を公募型プロポ

ーザル方式により、公正かつ公平な方法で選定するために、必要な事項を定めたものであ

る。 

提案者は、本実施要領を踏まえ、企画提案書及び関連書類を提出するものとする。 

なお、本実施要領と併せて配付する仕様要件及び企画提案依頼書、その他の書類等を含め

て、以下「実施要領等」とする。 

 

1.2 業務の内容等 

(1) 委託業務名 

市立豊中病院原価計算システム導入業務 

 

(2) 業務仕様詳細 

「市立豊中病院原価計算システム導入業務に係る仕様要件及び企画提案依頼書」を参

照。 

 

(3) 履行期間 

・構築期間：契約締結日から令和９年(2027年) ３月３１日まで 

・運用開始：令和８年(2026年) 度中の早期稼働をめざす。 

・構築スケジュールは、契約締結後双方協議により定める。 

・保守運用期間：保守運用に係る契約は単年度契約を基本とし、次年度以降も継続し

て委託する場合は毎年度改めて契約を締結するものとする。参考見積は初年度分及

び次年度以降の年度単価を明示すること。 

・構築期間の経費、運用期間の経費（保守経費及びランニングコスト）については、 

それぞれ個別に契約するものとする。 

 

1.3  公募型プロポーザル参加事業者 

本業務に参加を希望する者は、応募書類の提出期日において、「1.4 参加資格」のすべて

の要件を満たす者とする。なお、応募書類の提出後において、要件を満たさなくなった場合は

参加を認めない。 

 

1.4 参加資格 
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(1) 企画提案書等の提出期日において豊中市入札参加資格を有すること。ただし、豊中市

入札参加資格がない場合において、第一優先交渉権者となった場合には、契約締結ま

でに入札参加資格審査申込をしてください。この申込の結果、入札参加資格がないと

判断された場合は、優先交渉権を失うことになります。 

 

(2) 令和８年（2026年）7月より遡って３年間の間に、２００床以上の施設へのシステム

の構築、開発及び調達を一括で行った導入実績が 1施設以上あること。 

 

(3) 原価計算システム等の構築及び調達（マルチベンダー方式）並びにシステム構築に必

要な機器調達及び付帯工事、稼働後の運用管理等を一括で請け負うことができるシス

テムインテグレーション※能力があること。 

 

(4) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当しないこと。 

 

(5) 本市から豊中市入札参加停止基準（平成 7年 6月 1日制定）に基づく入札参加停止措

置を受けていないこと。 

 

(6) 本市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成 24年 2月 1日制定）に基

づく入札参加除外措置を受けていないこと。 

 

(7) 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17年法律第 87号）第 64条

による改正前の商法（明治 32年法律第 48条）第 381条第 1項（会社の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律第 107条の規定によりなお従前の例によることとされる

場合を含む。）の規定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。 

 

(8) 平成 12年 3月 31 日以前に民事再生法（平成 11年法律第 225号）附則第 2条による廃

止前の和議法（大正 11年法律第 72号）第 12条第 1項の規定による和議開始の申立て

をしていない者であること。 

 

(9) 平成 12年 4月 1 日以後に民事再生法第 21条第 1項又は第 2項の規定による再生手続

開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同

法第 33条第 1項の再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第 174条第 1

項の再生計画許可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなか



3 

 

った者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

 

(10) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条第 1項又は第 2項の規定による更生手

続開始の申立て（同法附則第 2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生

事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和 27

年法律第 172号。以下「旧法」という。）第 30条第 1項又は第 2項の規定による更生

手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をしていない者又

は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、会社更生法第 41条

第 1項の更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を

含む。）を受けた者については、その者に係る会社更生法第 199条第 1項の更生計画の

認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）があった

場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開始の申立てを

なされなかった者とみなす。 

 

※ システムインテグレーション  

顧客の業務内容を分析し、問題に合わせた情報システムの企画、構築、運用等を一括し

て行うこと。システムの企画・立案からプログラムの開発、必要なハードウェア・ソフト

ウェアの選定・導入、完成したシステムの保守・管理までを総合的に行うことをいう。 

 

1.5 提案価格 

提案上限額 ７，７８２千円（消費税及び地方消費税込み） 

（内訳）構築費用       ７，３７０千円 

運用保守費用（６ヶ月）  ４１２千円 

※構築期間の経費、運用期間の経費（保守経費及びランニングコスト）を含む 

※ 次年度以降の運用に係る費用（運用・保守等費用）について別途参考見積書を提出する

こと。 

 

提案価格は、価格内で構築可能で実現性を伴うものであることとし、パッケージシステム

を活用又は改修を行うことにより、機能要件仕様を実現するために必要な費用を含めた上で

見積書に記載すること。 

提示された見積金額は、選定上の価格評価に使用する。また、トータルコストパフォーマ

ンスの観点から運用期間中に係る費用（運用・保守等費用）の参考見積額も評価の対象とす

る。 
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なお、今後の打合せにおいて生じる経費も今回提案した見積金額の中に含めること。 

契約に必要となる正式な見積書は、業者選定後に改めて提出を依頼することとする。 

 

1.6 実施スケジュール 

手続き等の実施スケジュールは以下に示す。 

なお、下記スケジュールは予定であるため、変更が生じる場合には、事前に連絡をする。 

項目 日程 

実施要領等の公表 

（提案参加申込書データを病院ホームページ

に掲載） 

令和８年(2026年)７月２４日(金) 

質問事項の受付期限        メール 令和８年(2026年)８月７日(金)午後５時まで 

質問事項の回答          メール 随時 

最終回答：令和８年(2026年)８月１４日（金） 

事前提出書類・企画提案書等の提出期限    

持参、郵送 

令和８年(2026年)８月２４日(月) 午後５時まで 

（必着） 

参加資格の確認(書類審査)  

※参加申込者が３者以下 

令和８年(2026年)８月２８日(金)～９月３日（木） 

予定 
第１次審査 

※参加申込者が４者以上 

確認結果通知(書類審査)   郵送・メール 
 

 

 

令和８年(2026年)９月４日(金)～９日（水）  

第１次審査結果通知     郵送・メール 

※第１次審査を実施した場合のみ 

第２次審査(プレゼンテーション)実施通知  

郵送・メール 

第２次審査(プレゼンテーション) 令和８年(2026年)９月１１日(金)予定 

選定結果通知        郵送・メール 令和８年(2026年)９月１８日(金) 

契約交渉期間 令和８年(2026年)９月１８日(金)から９月２９日(火) 
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1.7 担当窓口（問い合わせ先） 

 

〒560-8565 豊中市柴原町 4丁目 14番 1号 

市立豊中病院 経営企画課 

担当者：尾崎・籔原 

TEL：06-6843-0101（内線3483） 

FAX：06-6858-3551 

E-Mail:hyoudo@city.toyonaka.osaka.jp 

 

第2章 提出書類 

 

2.1 事前提出書類 

2.1.1 参加申し込みに関するもの 

(1) 提出書類 

① 様式1 提案参加申込書 

② 様式2 誓約書 

③ 様式3 会社概要 

④ 様式4 業務経歴書 

⑤ 様式5 業務実施体制 

⑥ 様式6 管理技術者及び担当技術者の業務実績 

⑦ 様式7 入札参加停止措置等状況調書 

⑧ 様式8 業務協力会社体制（役割分担）予定 

⑨ 様式11 見積書 

⑩ 様式12 機密情報に関する誓約書 

⑪ 企画提案書 

(2) 提出期限：令和８年(2026年)８月２４日（月）午後 5時まで 

(3) 提出部数：各９部（９部のうち８部は複写可） 

なお見積書については正本 1部に契約権限受任者印を押印すること。 

また各提出書類の電子データを格納した記録媒体（DVD-R）1枚を提出すること。 

(4) 提出先 ：「1.7 担当窓口(問い合わせ先)」と同じ。 

契約日(予定日) 令和８年(2026年)９月末頃予定 
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(5) 提出方法：持参又は郵送 

ただし、郵送の場合は提出期限までに到達したものに限る。 

また、郵送の場合は必ず到達したことを電話で「1.7担当窓口」に確認すること。 

(6) 調製要領：提出書類は①～⑫のインデックスを付け、フラットファイルに綴じるこ 

と。なお、フラットファイルには表題、背表紙をつけること。 

 

2.1.2 その他の提出資料 

提出後、参加を辞退する場合は、様式 10「辞退届」を提出すること。 

※提出期限：令和８年(2026 年)９月１０日（木）午後５時 

 

2.2 企画提案書類 

2.2.1 企画提案書の記載要領 

(1) 公正かつ公平な方法で内容比較を行うため、企画提案依頼書の目次に基づいた順

序・項目ごとに章立てをして作成すること。 

(2) 原本以外、企業名等は不記載とすること。 

(3) 日本語の文章とし、難解な技術用語の使用は極力避け、平易な文章とすること。 

(4) 原則、日本工業規格Ａ版の用紙を用いて両面印刷とすること。 

(5) 図は、原則、文章の補助として用いること。 

(6) ページ番号を付すこと。 

(7) 総ページ数についての制限はなし。 

 

2.2.2 見積書の記載要領 

(1) 提出様式 

様式11 見積書 

(2) 記載内容 

様式11-1には構築期間中に要する費用、新システムの運用に必要となる機器等の費用

を含めて記載すること。 

様式11-2には、次年度の更新を見込んだうえで３年間の費用を記載すること。なお、

見積金額の内訳については、各費用が分かるようにした上、任意の様式にて別途提出す

ること。（“一式”など一括金額を計上する方法で中身が見えない記載方法としないこ

と。） 

(3) 消費税について 

本構築業務の契約締結日は令和８年(2026年) １０月を想定している。したがって、
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構築期間中に係る費用については、税率を「１０％」として記載すること。 

 

2.3 質問 

質問がある場合は、以下の対応とする。 

(1) 提出書類：質問書（様式９） 

(2) 提出期限：令和８年(2026年)８月７日（金）午後５時までとし、随時受け付ける。 

(3) 提出方法：電子メールによる。（電話・FAXによる質問は受け付けない。） 

メールアドレス hyoudo@city.toyonaka.osaka.jp 

件名「原価計算システム選定質問」とし、質問の要旨を簡潔に記入すること。 

(4) 提出先 ：「1.7 担当窓口(問い合わせ先)」と同じ。 

(5) 回答方法：随時。全ての参加申込者宛てに電子メールにて行う。 

最終回答は、令和８年(2026年)８月１４日（金） 

  

mailto:hyoudo@city.toyonaka.osaka.jp


8 

 

第3章 プレゼンテーション 

 

3.1 プレゼンテーション 

 

提案者には、「プレゼンテーション」の実施についての案内を通知する。 

提案者1社につき概ね４０分を割り当てるので、以下の内容にて実施すること。 

 

(1) 日時：令和８年(2026年)９月１１日（金）予定 

(2) 場所：市立豊中病院 管理棟５階講堂（参加者に対し別途通知する） 

時間：① プレゼンテーション・デモンストレーション（概ね２０分） 

② 質疑応答（概ね２０分） 

(3) 留意事項 

① プレゼンテーションおよびデモンストレーション（以下「プレゼンテーション

等」という）の参加者は、補助者を含めて3名までとする。 

② プレゼンテーション等で提案者が説明する内容は、企画提案書にて提示した内

容・製品であること。 

③ プレゼンテーション等に使用する機材等は、当日提案者が手配すること。 

ただし、モニターについては本院で用意します。（HDMI端子あり） 

④ プレゼンテーション等は構築時の従事者のうちで中心的な役割を占める者が実施

すること。 

⑤ デモンストレーションの内容は、業務改善につながる機能等ついて披露するこ

と。 

⑥ プレゼンテーション等の実施は非公開とする。 

⑦ 欠席をした場合は、本件にかかる審査、評価から除外する。 
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第4章 選定方法及び契約方法 

 

4.1 選定方法 

本院選定委員会は、基本仕様書に基づいて提出された企画提案書類一式及びプレゼンテー

ションの内容及び価格について、審査、評価を行う。 

本院選定委員会は、総合的に最も優れた内容の提案を行った事業者をシステム構築に係る

「優先契約候補事業者」として決定する。 

審査基準等に関する詳細は、本院選定委員会において定める。なお、採点の方法や内容に

ついての問い合わせには一切応じない。 

 

4.2 審査及び評価対象 

企画提案書にかかるプレゼンテーション等を実施した後、下記の評価項目により評価を行

い、評価点数（合計点数）の最も高い提案者を優先契約候補事業者として選定する。なお、

単独応募であっても採点を行うこととする。 

ただし、価格点を除く採点結果の合計点が配点の60％未満の場合、全体の採点結果の合計

点が配点の50％未満の場合のいずれかに該当する場合は、単独応募又は相対順位が1位の場

合であっても優先契約候補事業者とはしない。 

最高点の者が複数の場合は原則として提案金額の安価な提案者を優先契約候補事業者候補

者とする。提案金額が同値の場合は選定委員会委員による合議によるものとする。 

 

（評価項目） 

評価項目 評価観点 配点 評価のポイント 

１．提案内容

の 仕様要件へ

の 適合性 

・ 仕様書に定める必須要件（原価計

算機能・データ連携・配賦基準設

定・レポート機能等）を全て満た

しているか 

・ 診療科別・病棟別・外来別の原価

計算が具体的に実現できる提案に

なっているか 

・ 要望項目（月次更新の省力化・API

連携・MFA等）への対応状況と優位

性 

・ 仕様書に記載のない機能であって

30点 必須要件の充足を大前提とし、要望項目

への対応数・実現方法の具体性で差をつ

ける。「対応可能」の一言でなく、どの

ように実現するかが示されているか。仕

様書に明記のない独自機能でも、本院の

経営分析に有益と認められる提案は加点

対象とする。 
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評価項目 評価観点 配点 評価のポイント 

も、経営分析に資する有益な提案

がなされているか 

２．稼働実

績・ システム

の 信頼性 

・ 自治体病院（200床以上）における

原価計算システムの稼働実績（病

院名・床数・導入年度） 

・ 会社の設立年数・財務安定性 

・ 月間稼働率等サービス品質の実績 

10点 実績の件数よりも具体性・近接性を重視

する。本院と規模・機能が近い病院での

実績が望ましい。 

３．セキュリ

ティ・ データ

管理体制 

・ TLS暗号化・アクセス権限管理等、

通信・認証セキュリティの実装状

況 

・ 特定加工情報の取扱い方針（国内

データセンター保管・二次利用禁

止・契約終了後の削除対応） 

・ ISMS/ISO27001等の第三者認証の保

有状況 

10点 SaaS型サービスとして標準的かつ合理的

なセキュリティ対策が講じられている

か。認証不保有の場合も、代替的な対策

が十分か。 

４．導入・構

築 支援体制の 

充実度 

・ プロジェクト管理体制・実施計画

の具体性（体制図・スケジュー

ル・役割分担） 

・ 職員研修プログラムの内容・対

象・回数・教材の充実度 

・ ヘルプデスク・操作サポートの対

応方針と具体的な支援内容 

・ 過去データ取込みの対応範囲と

作業手順の明確さ 

20点 導入後に院内担当者が自立して運用でき

るようになるまでの支援が充実している

か。構築支援をオプションとするベンダ

も含め、公平に価格に含まれる支援内容

で評価する。 

５．保守・ 運

用体制 

・ 問合せ・障害発生時の対応体制と

対応時間の明確さ 

・ 診療報酬改定等の法改正への対応

方針と費用負担の考え方 

・ 定期バージョンアップの実績・計

画 

10点 単年度契約を前提とするため、継続的な

サービス品質の維持と柔軟な対応が見込

めるか。有償対応の定義が明確かどうか

も確認する。 

６．見積金額

の 妥当性 

・ 提案内容・作業量に対する費用の

妥当性 

20点 算定式：最低提案価格 ÷ 当該提案価格 

× 20点（小数点以下第２位四捨五入） 
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評価項目 評価観点 配点 評価のポイント 

・ 初期費用・年間利用料・オプショ

ン費用の内訳が明確か 

 

７．減点評価 ・処分歴 

公募開始日から起算して過去3年間での

処分歴等（入札参加停止措置等、入札

参加除外、契約解除、文書警告） 

△10

点 

該当事由がある場合減点 

合 計 100点  

 

4.3 選定結果の通知 

プロポーザルに参加した事業者のうち、優先契約候補事業者については、「選考結果通知

書」を送付する。それ以外の事業者については、電子メールにより選考順位を通知する。 

なお、選定結果に対する異議申し立ては受け付けない。 

 

4.4 選定結果の公表 

  選定結果の通知後、本院ホームページ等において結果を公表する。公表内容は次のとおり

とする。 

① 件名 

② 履行期間 

③ 担当課 

④ 優先契約候補事業者名、評価点及び選定理由 

⑤ 全参加者名 

⑥ 全参加者の評価点 

 参加が２者であった場合は次点者の評価点は公表しない。⑤と⑥の関連は明らかにしない。 

4.5 業務委託契約の締結 

提案の内容と本院の意向について契約交渉を行った上、合意（予算の範囲内で適正な業務

が行えると判断される場合）が得られた時点で随意契約による契約を行う。 

ただし、この交渉が不調に終わったときは、次の順位の提案者を優先契約候補事業者とし

同様の交渉を行うこととする。 

また、契約は以下の条件で行うものとする。 

(1) 企画提案作業の過程で本院が得た情報等については、一切の権利が本院にあるもの

とする。 
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(2) 審査の結果、優先契約候補事業者として選定された場合であっても、提案に虚偽の

記載又は重大な瑕疵等があった場合や、「1.4 参加要件」に抵触するに至った場合

は、選定を取り消すことがある。また、契約後に仕様書に記載された内容が遵守され

ない場合にも、同様に決定を取り消すことがある。 

(3) 本業務の受託者は、豊中市病院事業会計規程に基づき、契約保証金の納付又は履行

保証契約の締結を行うこととする。（受託者が同規程第 56条の契約保証金の納付の免

除の規定に該当する場合は除く。） 

(4) 随意契約による契約を行うにあたっては、豊中市随意契約ガイドラインに基づくも

のとする。 

 

第5章 その他 

5.1 その他事項 

(1) 企画提案に係る一切の経費は事業者の負担とする。 

(2) 提出書類一式は返却しない。なお、選定作業に必要な範囲において複製することが

ある。また、豊中市情報公開条例に定めるところにより、公開されることがある。 

(3) 提出書類に記載した担当予定者を変更する場合には、事前に本院に届け出るものと

する。ただし、その場合は、従前の担当者と同等以上の技術を有すること。 

(4) 提出書類の変更、差し替え又は再提出は認めない。ただし、本院が認めた場合はこ

の限りではない。 

(5) 次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

① 本案件期間中に「1.4 参加要件」に抵触するに至った場合 

② 提案上限額を超える提案を行った場合 

③ 提出書類一式に虚偽の記載をした場合 

④ 本実施要領に規定した事項を遵守せずに提案を行った場合 

⑤ 記載すべき事項の全部、又は一部が記載されていない場合 

⑥ 一事業者で複数の提案をした場合 

⑦ その他実施要領の条件に一致しない企画提案の場合 

⑧ 法令並びに豊中市個人情報の保護に関する法律施行条例等、豊中市の関係条例

及び関係規則に抵触する内容を含んだ提案を行った場合 

⑨ 提案に関して談合等の不正行為があった場合 

⑩ プレゼンテーション等に欠席した場合 

⑪ 選定の公平性を害する行為があった場合 

(6) 企画提案書に記載された内容は、特に明記がない場合は受託後に追加費用を伴わず
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実施する意向があるものとする。 

(7) 期限後あるいは審査経過に関する質問等は一切受け付けない。 

(8) 本プロポーザル期間中に、本院が要請する来院（企画提案書類等の提出、プレゼン

テーション等）を除き、市立豊中病院職員に対する本プロポーザルに係る接触は、

一切禁止する。 

 

5.2 遵守事項 

(1) 本院から得た資料・情報等を、他に流用・提供等することを固く禁ずる。 

(2) 提案を辞退した事業者、又は審査の結果、本院との契約に至らなかった事業者は、

本院から得た資料等を速やかに確実な方法で処分すること。 

5.3 データ資料 

① 市立豊中病院公営企業会計システム構築業務に係る仕様要件及び企画提案依頼書 

② 様式１ 提案参加申込書 

③ 様式２ 誓約書 

④ 様式３ 会社概要 

⑤ 様式４ 業務経歴書 

⑥ 様式５ 業務実施体制 

⑦ 様式６ 管理技術者及び担当技術者の業務実績 

⑧ 様式７ 入札参加停止措置等状況調書 

⑨ 様式８ 業務協力会社体制（役割分担）予定 

⑩ 様式９ 質問書 

⑪ 様式１０辞退届 

⑫ 様式１１見積書 

⑬ 様式１２機密情報に関する誓約書 


